
























６　重点政策の主な事業

敢　産業の振興による雇用の創出

　企業誘致により新たに市内に立地した企業に対し、企業立地促進事業

助成金交付などの支援を行うとともに、資金調達の円滑化を図るため、

立地企業への融資あっせん事業を継続するほか、創業セミナーとゼミの

開催及びやまがたし創業アワードの実施により、市内への創業を促進し

雇用創出を図る。

　伝統的工芸産業の活性化と後継者育成を支援するとともに、職人と芸

術やものづくりを学ぶ学生の交流事業を行う。

　魅力ある山形ブランドの確立に向けて、地場産品販売の全国展開や産

業間の相互連携によるPR・販売イベントを開催するとともに、市民や全

国の方々へ魅力度、認知度の向上を図るため山形まるごと推進事業を引

き続き実施する。

　また、ふるさと納税を活用し、特産品の周知と地場産業の振興を図る。

なお、ふるさと納税は、12億円の寄附金額の確保を目標とし取り組む。

山形市への応援として託された寄附金は、「健康医療先進都市」の実現や

子育て・教育などの施策へ有効に活用する。

　さらに、地域経済の活性化を図るため、中小企業者への融資あっせん

事業等を行うとともに、創業希望者への総合的なアドバイスを行い、新

たな市場開拓や経営改善による収益増加など企業活動を支援する。

　加えて、地元企業の競争力強化に対する支援として、ビジネスマッチ

ングサポート事業を実施し、全国的な展示会へ出展経験のない事業者の

参加を促し、販路拡大や出展ノウハウの蓄積を図るとともに、チャレン

ジ企業応援事業として、新たな分野への参入、新製品や新技術の開発な

どに取り組む中小企業の挑戦を支援する。

　このほか、安定雇用促進事業として専門人材就職支援給付金制度によ
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り、薬剤師、看護師など求人難の専門職について資格取得とその資格を

活かした山形市内への就労を促す。

　農業の振興に向け、農業戦略本部を核とし、担い手・新規就農者の育

成や確保、売れる農産物の生産や効果的な農業経営を行うため、農地の

集積化やセルリー等栽培に係るハウス団地化などを推進する。加えて、

認定農業者の農地集積による経営基盤の強化を図るため、これまでの大

型機械等に加えて、新たに農業用冷蔵庫の導入に対する補助を行う。

　また、農業経営基盤の安定に向け有害鳥獣対策を強化するため、新た

に山形市農作物有害鳥獣対策協議会を設置するとともに、実働する鳥獣

被害対策実施隊を山形市と猟友会等で組織し、捕獲や被害防止活動の充

実強化を図る。

　さらに、国、県の施策と連携し、多面的機能支払による農地・農業用

施設の適切な保全管理、園芸産地拡大、６次産業化などに引き続き取り

組み、農業経営基盤の安定と拡大を図る。そして、米の需給調整や水田

農業の構造改革を推進するため、水田の有効利活用の取組みに対して助

成することに加え、中山間地域における耕作放棄地の発生を防止し農地

を保全するため補助を行う。

　加えて、農業施設の補修、更新や環境保全活動に対して支援を行い、

農村の多面的機能の維持を図るとともに、農業生産性の向上を図るため、

農業用水路や農道などの農業用施設の維持補修工事に対し補助を行う。

　畜産農家の経営安定化を支援し、消費者に安定して安全な畜産物を供

給するため、利子補給や優良家畜改良事業に対する支援を行うとともに、

肉牛品質向上のための補助金の引き上げを行う。また、食の安全・安心

に対応するため、環境に配慮した農業を実践する農業者に対し支援する。

　このほか、間伐等の搬出コストを軽減し、優良な市産材を確保するた

め、林業専用道２路線の整備を行うとともに、民有林の間伐等を実施す

る団体等を支援し、森林の適切な維持管理を行い、森林の多面的機能の
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維持・保全を図る。そして、市有林の健全な管理を図ることを目的とし

て保育間伐の実施と市有林内の保全と作業路の維持補修を実施する。市

産材の利用拡大を図るため、市産材を一定以上使用した住宅の建築に対

する補助を継続する。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

産業の高度化とその振興及び雇用の増大を図るため、

企業立地審査会で指定企業として承認された企業に対

して助成金を交付する。（助成対象６社　噂４社）

132,975企業立地促進事業 

助成金交付事業

拡 充

魅力ある雇用機会の創出と産業振興の促進を図るため、

山形市への企業の立地・誘致を推進する。

（貸付対象18社　噂12社）

3,130,262企業誘致・立地促進

事業

拡 充

伝統的工芸産業の活性化と後継者育成を支援するため、

伝統的工芸産業事業者が後継者育成事業を行う場合に

育成経費の一部を支援するとともに、平成29年度から

は職人と芸術やものづくりを学ぶ学生の交流事業を行う。

1,400伝統的工芸産業 

後継者育成支援事業

拡 充

特産品の周知と地場産業の振興を図るとともに、より

魅力的な特典の充実を図ることにより、目標とする12

億円の寄附金額の確保に取り組む。山形市への応援と

して託された寄附金は、「健康医療先進都市」の実現や

子育てや教育などの施策へ有効に活用する。（噂10億円）

884,500ふるさと納税推進

事業

拡 充

本市農業が抱える根本的課題の解決に向けて農業戦略

本部を核とし、担い手・新規就農者の育成・確保及び

売れる農産物の生産や効果的な農業経営を行うための

農地集積などについて戦略を推進していく。平成29年

度は農業産出額等の基礎調査（917千円）及び中山間

等における地域農業モデル創出のための調査（483千

円）を実施する。

2,127マーケットに対応 

するための農業戦略 

の推進

拡 充

就農後の定着を図るため、経営が不安定な就農直後5

年間給付金を交付する。市外からの移住就農を促進す

るため、平成29年度からは家賃の一部補助を行う。

59,542新規就農支援事業拡 充

園芸産業の産出額の増大を図るため、栽培用ハウスの

新設等生産流通施設の整備について支援を行う。平成

29年度からはおうとう施設の修繕に対して助成する。

67,027園芸作物生産基盤

整備事業

拡 充

認定農業者が行う農業経営改善計画に沿った農業用機

械の導入等に対し補助を行う。平成29年度から農業用

冷蔵庫を対象機種に追加する。

45,500認定農業者経営改善

計画支援事業

拡 充
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

新たに鳥獣被害対策実施隊を設置し、有害鳥獣（サル、

イノシシ、クマ等）による農作物被害防止体制の充実・

強化を図る。

28,733有害鳥獣等食害対策

事業

拡 充

畜産農家の経営安定化を支援し、消費者に安定して安

全な畜産物を供給するため、利子補給や優良家畜改良

事業に対する支援を行う。平成29年度からは肉牛品質

向上のため、補助金の引上げを行う。

8,254畜産物生産振興対策

事業

拡 充

市産材の利用拡大を図ることにより、適切な森林整備

や木材関連産業の活性化に寄与するため、市産材を一

定量以上使用した新築住宅の建築に対し補助を行う。

平成29年度からは移住・子育て世帯等に対して加算補

助を行う。

13,528市産材利用拡大促進

事業

拡 充

創業セミナーとゼミの開催に加え、やまがたし創業ア

ワードを実施し、市内への創業を促進し雇用創出を図

る。

4,397創 業 支 援 事 業継 続

山形市の魅力ある地域資源（お宝）のブランド化を推

進し、地域経済の活性化を図る。

8,556山形まるごと推進

事業

継 続

中小企業者の経営安定を図るため、創業時の支援を含

め、融資あっせん事業、利子補給事業、保証料補給を

行う。

3,066,113中小企業金融対策

事業

継 続

市内中小企業者や市内で創業を希望する者が抱える

様々な経営課題に対し、専門家による調査、指導、助

言等の総合的なアドバイスを行うことで、新たな市場

開拓や経営改善による収益増加など企業活動の活性化

を促進し、地域経済の活性化を図る。

1,530経営アドバイス事業継 続

市内中小企業が販路開拓・拡大を目指し自社製品及び

技術等を広く国内外に紹介するための見本市や展示会

等に出展する取り組みを促進し、本市産業の活性化を

図る。

11,927ビジネスマッチング

サポート事業

継 続

国内外における競争力の強化や将来への飛躍を目指す

市内中小企業の製品づくり・技術導入・新たな分野へ

の参入を支援することで、本市の産業の活性化を図る。

6,011チャレンジ企業応援

事業

継 続

労働者や求職者の技能向上（資格取得）を推進し、地

元企業の未来を担う人材確保と労働者の安定した雇用

を図る。

1,480安定雇用促進事業継 続

農業後継者、女性農業者、各種農業団体、集落営農組

織の研修事業などを行うとともに、各種農業団体の活

動に対して助成する。

3,491担い手育成支援事業継 続
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

米の需給調整や水田農業の構造改革を推進するため、

水田の有効利活用の取組みに対して助成する。

191,150水田農業構造改革

対策事業

継 続

中山間地域の生産条件の不利を補正するとともに、耕

作放棄地の発生を防止し農地を保全するため補助を行う。

28,063中山間地域農業 

活性化推進事業

継 続

農業施設（農道水路等）の補修、更新や環境保全（生

態系保全等）活動に対して支援を行い、農村の多面的

機能の維持を図る。

198,224多面的機能支払 

交付金事業

継 続

「食」を生み出す農業の重要性と山形らしい食文化の理

解促進、食による健康づくりの増進を図る。平成29年

度は第２次食育・地産地消推進計画策定を実施する。

3,691地産地消推進事業継 続

農業生産性の向上を図るため、農業用水路や農道など

の農業用施設の維持補修工事に対し補助を行う。

12,412団体営土地改良事業継 続

米の生産調整に伴う水田の畑地化に対する支援を行う

ため、各団体営が行う転作水田の暗渠排水工事等に補

助を行う。

1,872水田畑地化基盤強化

対策事業

継 続

６次産業の事業化へ向けた取組を支援するため、農業

者等による新商品開発や販路拡大への取組に対する補

助を行う。

985６次産業化促進支援

事業

継 続

食の安全・安心に対応するため、環境に配慮した農業

を実践する農業者に対し支援する。

310環境保全型農業 

生産基盤整備事業

継 続

間伐等の搬出コストを軽減し、優良な市産材を確保す

るため、林業専用道２路線の整備を行う。

45,354林 道 整 備 事 業継 続

市有林の健全な管理を図ることを目的として保育間伐

の実施と市有林内の保全と作業路の維持補修を実施する。

12,686市有林造成・管理事業継 続

民有林の間伐等を実施する団体等を支援し、森林の適

切な維持管理を行い、森林の多面的機能の維持・保全

を図る。

7,968民有林間伐等促進

事業

継 続



柑　新しい人の流れによるまちの賑わいづくり

　中心市街地の活性化に向けて、山積する課題と対策を明確にし、中長

期的な目標と将来ビジョンを描き、戦略的に再生を図るため｢山形市中心

市街地活性化戦略本部｣を新たに設置するとともに、七日町商店街振興組

合が実施する国道112号沿いの老朽化した街路灯建替について補助を行う。

　さらに、「山形シティマラソン大会」の前日祭として内容を充実し開催

される「まるごと山形祭りだワッショイ」を支援し、誘客促進や中心市

街地の活性化を図る。

　また、山形テルサ利用者の駐車場利用が有料になることに伴い、駐車

料金の支援を行う。

　移住・定住の促進に向けて、移住コーディネーターによる、各種相談

や情報発信を行うとともに、移住定住促進セミナーの開催や新たにトラ

イアルステイを実施する。

　また、移住者への優遇措置として、新たに新規就農者への家賃補助、

市産材を活用した住宅新築に係る補助加算及び空き家バンク登録物件の

取得や賃貸に係る不動産仲介手数料への補助を行う。加えて、空き家バ

ンクへの物件登録を増やすため、新たに、不要家財の処分や清掃に係る

補助を行う。

　さらに、大学等を卒業後、市内に居住・就職した学生を対象に、奨学

金の返還を支援する制度を県等と連携し実施するとともに、地元企業の

情報を発信し、UIJターンによる就職者の増加を図る。

　文化・スポーツの振興による交流人口の拡大に向けて、2020年東京オ

リンピック・パラリンピック競技大会の開催へ向け、サモア独立国、台

湾及びタイ王国とのホストタウン交流事業を推進する。

　加えて、世界の秀作ドキュメンタリーを集めた山形国際ドキュメンタ

リー映画祭の開催を支援するとともに、ユネスコ創造都市ネットワーク

加盟認定へ向けた文化創造都市推進事業と連携することにより、市全体

― 17 ―



の機運を高め、世界へ向け山形市の魅力をアピールする。

　さらには、山形・上山・天童三市連携DMO構築により、観光関係者や

多様な産業が連携し、地域の観光資源を活用して、観光客の誘客促進を

図る。

　そして、市内外から多くの方が参加する山形シティマラソン大会やス

キージャンプワールドカップレディース蔵王大会で山形市の魅力を発信

し、交流人口の拡大を図るとともに、新たに「スカイランニングアジア

選手権」を蔵王で開催し、外国の選手の参加はもとよりPR効果により外

国人旅行者の誘致を推進する。

　また、平成30年度に東北中央自動車道が福島から東根まで開通するこ

とに伴い、交通量の増加が見込まれることから、道の駅の整備に向けて

具体的な検討を本格化するとともに、蔵王温泉バスターミナルのトイレ

改修工事に補助を行う。

　このほか、山形まるごと市の開催や山形の観光と物産展に対する支援

を行うとともに、仙台市で開催される東北絆まつりへの花笠踊りの派遣

や、山形市の観光資源を素材とした観光PR動画等をスマートフォンや

webページを活用して発信する。映画やドラマの映像作品のロケーショ

ン誘致などにより、観光振興や地域活性化を図る。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

｢山形市中心市街地活性化戦略本部｣と｢山形市中心市

街地活性化プロジェクト本部」を設置し、中心市街地

における将来的なビジョン（グランドデザイン）を策

定したうえで、具体的な戦略を実施し、中心市街地の

再生を図る。

14,708山形市中心市街地

活性化戦略推進事業

新 規

七日町商店街振興組合が実施する国道112号線沿いの

老朽化した街路灯建替について補助を行う。

21,000商店街近代化推進

事業

新 規

現在使用している花笠駐車場が有料化されることによ

り、代替駐車場として山形駅東口交通センターを使用

し、テルサ利用者に対し駐車料金の支援を行う。

25,550テルサ入居団体 

駐車料金支援事業

新 規
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

「スカイランニングアジア選手権」を蔵王で開催し、国

内外の参加者増員やPR効果によるインバウンド誘致

を推進する。

5,000スカイランニング

アジア選手権開催

支援事業

新 規

蔵王温泉バスターミナルのトイレ改修工事について、

「山形県観光公衆施設整備支援事業費補助金」を活用し

補助を行う。

4,000観光公衆施設整備

事業

新 規

「山形シティマラソン大会」の前日祭として、県内外の

伝統芸能が一堂に集結し、山形の魅力を伝える祭りを

支援し、誘客促進や中心市街地の活性化を図る。

（噂4,500千円）

5,500まるごと山形祭りだ

ワッショイ開催事業

拡 充

空き家等対策を総合的かつ計画的に実施するために、

平成28年度に設立した山形市空家等対策協議会によ

る協議を踏まえ、空家等対策計画を作成するとともに、

空き家バンクの利用促進、老朽危険な空き家の除却に

要する経費の助成など、空き家の利活用及び適正管理

についての空き家等対策を実施する。

平成29年度から空き家バンクの利用促進を図るため、

バンクに登録した空き家の所有者に対し、空き家の不

要家財の処分、清掃等に要する費用を助成する。また、

バンクに登録した物件を購入又は賃借する市外居住者

に対し、宅建業者に支払う仲介定数料を助成する。

7,572空き家等対策推進

事業

拡 充

移住コーディネーターによる移住・定住の各種相談、

情報発信を行う。また、山形リノベーションまちづく

り推進協議会において、移住定住促進セミナーの開催

や、トライアルステイ（移住体験）を実施し、移住・

定住の促進を図る。

12,913移住・定住促進事業拡 充

市内の住宅関連産業を中心とした地域経済の活性化を

図るとともに、市民の住環境の向上を図るため、家屋

の修繕等、住宅リフォームを行った場合に助成する。

平成29年度より、移住・定住促進のため、移住世帯並

びに空き家バンク登録物件利用世帯を優先し補助する。

134,524住宅リフォーム総合

支援事業

拡 充

就農後の定着を図るため、経営が不安定な就農直後５年

間給付金を交付する。市外からの移住就農を促進する

ため、平成29年度から家賃の一部補助を行う。

480新規就農支援事業

（移住定住分）

拡 充

市産材の利用拡大を図ることにより、適切な森林整備

や木材関連産業の活性化に寄与するため、市産材を一

定量以上使用した新築住宅の建築に対し補助を行う。

平成29年度からは移住・子育て世帯等に対して加算補

助を行う。

3,000市産材利用拡大促進

事業

（移住定住分）

拡 充
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

大学等を卒業後、山形市に居住・就職した学生を対象

に、奨学金の返還を支援する制度を県等と連携し実施

する。（噂2,229千円）

6,183定住者向け奨学金

返還支援事業

拡 充

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の

開催へ向け、サモア独立国、台湾及びタイ王国とのホ

ストタウン交流事業や、新虎マーケットへの出展など、

物産PRを行い、スポーツ・文化・経済の振興、国際交

流の活性化など、地域の魅力を発信し地方創生を実現

する。

9,506東京オリンピック・

パラリンピックを

活用した地域活性化

推進事業

拡 充

山形国際ドキュメンタリー映画祭（第15回）の開催を

支援する。

100,000山形国際ドキュメン

タリー映画祭開催費

補助事業

拡 充

山形市、上山市及び天童市の観光関係者や多様な産業

が連携し、地域の観光資源を活用して、旅行商品の企

画・造成を行い、国内外からの旅行者の誘客を図ると

ともに、インバウンド事業の新たな取り組みを実施する。

15,000山形・上山・天童 

三市連携・DMO構築

による観光客誘客

事業

拡 充

仙台市で新たに開催される東北絆まつりへの花笠踊り

の派遣を行うほか、東日本大震災の避難者招待を行う。

4,370東北の祭り交流事業拡 充

地元企業の情報を発信し、UIJターンによる就職者の

増加を図る。

7,844労働力確保推進事業継 続

創業セミナーとゼミの開催に加え、やまがたし創業ア

ワードを実施し、市内への創業を促進し雇用創出を図る。

4,397創 業 支 援 事 業

（再掲）

継 続

ユネスコ創造都市ネットワーク加盟認定へ向け、市内

外へのアピールと市全体の機運を高める。

10,500文化創造都市推進

事業

継 続

平成30年度に東北中央自動車道の福島～東根間が開

通することに伴い、交通量の増加が見込まれることか

ら、地域や地場産業の振興等を図るため、道の駅整備

に向け、具体的な検討を行う。

509道の駅整備事業継 続

全国から参加選手を募り、ハーフマラソンの部を中心

にした5,000名規模のマラソン大会を平成29年10月に

開催する。

32,000山形シティマラソン 

大会開催事業

継 続

クラレ蔵王シャンツェを会場に女子ワールドカップを

開催する。

45,400スキージャンプ

ワールドカップ 

レディース蔵王大会 

開催事業

継 続



桓　総合的な子育て環境の整備

　退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後

も安心して子育てができる支援体制を確保するため、新たに産後ケア事

業を行う。

　加えて、新たに先輩ママの家庭訪問支援事業として、妊産婦等が抱え

る妊娠・出産や子育てに関する悩みについて、子育て経験者やシニア世
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

山形広域圏（７市７町）の経済への波及効果による活

性化を図るとともに、観光客で賑わうまちを目指すた

め、コンベンション主催者のニーズの把握やコンベン

ション開催の誘致・支援活動の推進に対して支援を実

施する。

39,934コンベンション誘致

推進事業

継 続

多様化する旅行者のニーズに応えるため、広域連携に

よる効果的な誘客活動を展開することで観光客の回遊

や滞在時間の延長を図り、交流人口の拡大による地域

活性化及び経済波及効果の増大を図る。

2,927広域観光開拓事業継 続

蔵王温泉と山寺の２大観光地とそれらを結ぶルートの

魅力を引き出し、ルート沿いの農産物や特産物の販売

やPRを行うことで、販路拡大を図るとともに、観光振

興及び誘客推進を目的として開催している山形まるご

と市の開催を支援する。

700山形まるごと市開催

支援事業

継 続

山形の観光資源と物産品を広く紹介し、物産の販路拡

大と首都圏に対する本市への観光誘客により、地域活

性化及び経済波及効果の増大を図るため、実施主体に

対して、開催に要する経費の一部を支援する。

6,248山形の観光と物産展

実行委員会支援事業

継 続

山形市の観光資源を素材とした観光PR動画等をス

マートフォンやwebページを活用して発信し、山形市

内外からの更なる誘客を図る。

254観光情報発信事業継 続

映画、ドラマ等の映像作品のロケーションを誘致し、

観光振興や地域活性化を図る。

1,000フィルムコミッション 

推進事業

継 続

「山形県雪を活用した観光誘客支援事業費補助金」を活

用し、「蔵王樹氷まつり」を拡充させ誘客推進を図る。

3,000雪を活用した観光

誘客支援事業

継 続

「東北観光復興対策交付金」を活用し、外国人旅行者の

誘客促進を図る。

18,772東北観光復興対策

交付金事業

継 続



代等が相談相手となり、妊産婦等の相談支援を行う。

　さらに、赤ちゃんの誕生に祝意のメッセージを伝え、贈り物を贈る

「ようこそ赤ちゃん応援メッセージ贈呈事業」を県と連携し行うなど、妊

娠期から出産期、そして、子育て期における妊産婦及び家族に対する温

かい地域づくりと支援体制の充実を図る。

　子育てしやすい環境の更なる整備に向け、保育料について、国の制度

改正にあわせ、市民税非課税世帯の第２子以降を無料とするとともに、

一定の所得要件を満たすひとり親世帯等と教育認定を受けたその他の世

帯の第１子の保育料を軽減する。

　加えて、一時預かりの保育料についても、通常保育と同様に第３子等

保育料無料化などの負担軽減を行う。

　また、市立病院済生館において病児・病後児保育事業を新たに開始す

るとともに、市立保育所整備計画に基づき（仮称）東部拠点保育所の整

備に向け実施設計と地盤調査を行う。

　放課後児童クラブの充実に向け、多子世帯への保育料軽減のための補

助を創設するとともに、低所得世帯への保育料軽減補助の拡充を行う。

また、放課後児童支援員の処遇改善に対する支援を継続する。

　加えて、クラブ環境の充実を図るため、みはらしの丘小学校の増築と

併せて新たなクラブ整備の準備を行うなど、大規模クラブの分割等に必

要な整備や補助を行うとともに、平成29年度から新たに民間施設をクラ

ブとして利用する場合に賃借料への支援を行う。

　市南部への児童遊戯施設の整備に向けPFI導入可能性調査を行い、民

間事業者のノウハウを活用した魅力ある施設づくりに取り組む。

　平成28年度をもってナナビーンズ活用支援事業は終了し、入居施設は29

年度から目的に応じて新たな展開を始める中で、子育て支援施設「子育て

ランドあ～べ」については、七日町に新たに開設される街なかコミュニティ

機能型交流拠点施設へ移転し運営されることから、引き続き支援を行う。
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　教育環境の整備に向けて、千歳小学校の校舎改築工事を行うとともに、

過大規模校対策として南沼原小学校の改築に向け、PFI導入可能性調査

を行う。加えて、教室不足に対応するため、みはらしの丘小学校の増築

工事に向け実施設計を行うとともに、商業高等学校の改築に向けたPFI

導入可能性調査を行う。さらに、中学校６校について空調設備の改修を

進めるために必要な設計を行う。

　このほか、教育のICT化を推進するため、モデル校へタブレット型パ

ソコンを導入する。また、７月から８月に南東北で行われる全国高等学

校総合体育大会のうち、新体操など３競技について県や関係市町と連携

し開催する。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート

等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制を

確保するため産後ケア事業を行う。

8,271産 後 ケ ア 事 業新 規

妊産婦等が抱える妊娠・出産や子育てに関する悩みに

ついて、子育て経験者やシニア世代等が相談相手とな

り、相談支援を行う。

6,000先輩ママの家庭訪問

支援事業

新 規

赤ちゃんの誕生に祝意のメッセージを伝え、贈り物を

贈り、子育て家庭に温かい地域づくりを目指すととも

に、妊娠期から出産期、子育て期における妊産婦、家

族に対する支援体制の充実を図る。

6,400ようこそ赤ちゃん

応援メッセージ贈呈

事業

新 規

市立病院済生館において、病児・病後児保育事業を新

たに実施する。

18,707済生館病児保育事業新 規

みはらしの丘小学校の児童数増加による教室不足解消

のため、校舎の増築事業を行う。平成29年度は実施設

計を行う。

18,809みはらしの丘小学校

増築事業

新 規

みはらしの丘児童クラブの登録児童数増加に対応する

ため、みはらしの丘小学校の増築と併せて新たにクラ

ブを整備する。平成29年度は実施設計を行う。

4,395放課後児童健全

育成事業（みはらしの

丘児童クラブ整備）

新 規

教育のICT化の推進のため、モデル校へタブレット型

パソコンを導入する。

1,060タブレット型パソコン

導入事業

新 規
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

平成29年７月から８月に南東北で行われる全国高等

学校総合体育大会のうち、新体操など３競技について

県や関係市町と連携し開催する。

26,360全国高等学校総合

体育大会開催事業

新 規

妊娠・出産・子育て期において、切れ目ない支援体制

を構築するため、保健センターに母子保健コーディ

ネーターを配置し総合的な相談に応じるとともに継続

的に見守り、支援を行う。平成29年度は、コーディネー

ターを１名加配し支援体制を強化する。

8,811母子保健相談支援

事業

拡 充

子育てしやすい環境の更なる整備に向け、国の制度改

正にあわせ、市民税非課税世帯の第２子以降を無料と

するとともに、一定の所得要件を満たすひとり親世帯

等と教育認定を受けたその他の世帯の第１子の保育料

を軽減する。加えて、一時預かり（非定型）について

も、通常保育と同様に第３子等保育料無料化などの負

担軽減を行う。

293,385第３子等保育料 

無料化事業

拡 充

市立保育所整備計画に基づき、（仮称）東部拠点保育所

整備のため、実施設計、地盤調査を行う。

32,000市立保育所整備事業拡 充

多子世帯に対する保育料軽減補助を新設し、低所得世

帯を対象とした保育料軽減についても補助を拡充する。

33,112放課後児童健全育成

事業（保育料軽減）

拡 充

平成29年度は70か所の放課後児童クラブの運営委託

を行い、新設クラブに対する施設賃借料加算を新たに

創設する。放課後児童支援員の処遇改善に対する支援

を行う。

593,714放課後児童健全育成

事業（委託料）

拡 充

平成29年度は３クラブの創設､１クラブの分割及び１

クラブの改修を支援する。千歳小学校改築と併せて新

たにクラブを整備するための工事を行う。

61,355放課後児童健全育成

事業（施設整備）

拡 充

市南部への児童遊戯施設の整備に向け、測量設計を行

う。また、民間事業者のノウハウを活用した魅力ある

施設作りを検討するためにPFI導入可能性調査を行う。

25,258市南部への児童遊戯

施設整備事業

拡 充

平成29年度より「街なかコミュニティ機能型交流拠点

施設」１Ｆフロアに移転する子育て支援施設「子育て

ランドあ～べ」へ運営費補助金を交付する。また、新

たに家賃補助を行う。

37,461子育て支援施設

（あ～べ）運営補助

事業

拡 充

耐力度調査結果を踏まえ、校舎の改築事業を行う。平

成29年度から平成30年度にかけて校舎棟の改築を実

施する。（噂→云繰越分770,000　運1,155,000）

債務負担行

為設定

市立学校老朽校舎

改築事業（千歳小学

校校舎改築事業）

拡 充
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

南沼原小学校の良好な教育環境を整備するため、校舎

の改築事業を行う。平成29年度は引き続き基本構想の

策定を行いながら、地質調査や耐力度調査を実施する。

民間事業者のノウハウを活用した魅力ある施設作りを

検討するためにPFI導入可能性調査を行う。

33,000過大規模校対策事業拡 充

耐震調査結果を踏まえ、校舎の改築事業を行う。平成

29年度は測量調査や地質調査を実施する。民間事業者

のノウハウを活用した魅力ある施設作りを検討するた

めにPFI導入可能性調査を行う。

18,900市立学校老朽校舎

改築事業（商業高等

学校校舎等改築 

事業）

拡 充

教育環境の改善を図るため、教室等へ空調設備の導入

を行う。平成29年度は中学校６校において実施設計を

行う。

20,655中学校空調設備

改修事業

拡 充

人口減少対策の一環として、婚活イベントの開催や出

会いの場を提供する取組み等の事業を行っている市民

活動団体等に対し、コミュニティファンドの仕組みを

活用し支援を行う。

1,200やまがたｄ ｅ愛支援

事業

継 続

地域や職場におけるワーク・ライフ・バランスを推進

し、男性の育児参加等を促すため、イクメン・カジメン・

イクジイ講座等の男性向け講座を行い、社会全体で子

育てをする機運の醸成を図る。

26社会全体で子育て

する機運醸成事業

継 続

義務教育終了までのこども医療費を無料化し、保護者

の医療費負担の解消を図る。

1,154,577こども医療給付事業継 続

子育て世代の保育ニーズを満たすため、一時預かり等

への支援を行う。

248,245一時預かり等事業継 続

認可外保育施設に入所している多子世帯の保育料の一

部を助成する。

43,935認可外保育施設 

入所者多子負担軽減 

補助事業

継 続

「子育ておしゃべりサロン」へ補助金を交付する。市は

市社協へ交付し、市社協から各地区のサロンへ交付す

る。

2,070住民全体で実施する

子育て支援事業

（子育てサロン）

継 続

臨床心理士・社会福祉士等による認可保育所への巡回

相談を社会福祉事業団へ業務委託する。また、専門員

を配置し、発達の気になる児童等への対応を充実する

ため、保育士の相談体制を強化する。

8,826発達相談支援事業継 続

認可保育所、認定こども園の整備に係る補助を行う。232,952民間立保育所等 

施設整備補助事業

（認可保育所、認定

こども園）

継 続
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

家庭的保育者（保育ママ）が自宅等において０～２歳

までの乳幼児を５人まで保育する。市は給付費を支払

う。（平成29年度は20事業者）

209,737家庭的保育事業

（保育ママ）

継 続

保育所に併設している子育て支援センターにおいて、

育児不安についての相談指導や子育てサークル等の育

成・支援を行う。民間の支援センターへは補助金を交

付する。

172,867子育て支援ネット

ワーク事業（子育て

支援センター運営

支援）

継 続

妊婦の健康診査（14回）に対し助成を行う。193,126妊婦健康診査事業継 続

生後４か月までの乳児がいる家庭を民生委員・児童委

員や看護師等が訪問する「こんにちは赤ちゃん事業」

を行うとともに、特に支援が必要な家庭を対象に保健

師や助産師が訪問し、養育に対する専門的な相談・支

援を行う「育児支援家庭訪問事業」を実施する。

17,590育児支援家庭訪問

事業

継 続

不妊に悩む夫婦の経済的負担の軽減を図るため、特定

不妊治療（体外受精・顕微授精）を受けている夫婦に

対して、治療費の助成を行う。

22,000特定不妊治療費助成

事業

継 続

四種混合、麻しん、風しん等の予防接種を山形県外で

受けた市民に対して補助（償還払い）する。

608定期予防接種の県外

接種費用助成事業

継 続

個々の障がいの状況に合わせた個別支援を行うため、

指導員36名を配置する。

76,101特別支援教育支援

事業

継 続

不登校状態及び不登校傾向にある児童・生徒対策に取

り組むため、教育相談員を14名配置し個別の教育相談

を実施する。

30,810不登校児童生徒対策

事業

継 続

子どもたちの安全で健やかな活動場所として、「放課後

子ども教室」を３校で実施し、総合的な放課後対策を

行う。

4,894放課後子ども教室

推進事業

継 続

学習スペースを提供し青少年の学習する場と機会を提

供している学習空間mana-viに対し支援を行う。

平成29年度は、新たに施設使用に係る賃料及び共益費

を含めて支援を行う。

17,732山形っ子学び・体験

推進事業

継 続



棺　時代の変化に対応した都市・社会基盤の整備

　市街地の魅力向上や街なか居住の促進等を図るため、七日町第５ブ

ロック南地区における再開発事業へ補助を行い、まちの賑わいを創出し

ます。

　生活交通の確保、地域間交流の促進による地域活性化、環境負荷の低

減のため、これまでのコミュニティバス西部循環線に加え、新たに東部

循環線の運行事業を中心市街地循環バスの機能も引き継いで、開始する

とともに、引き続きデマンド型タクシーなどへの運行支援を行う。

　また、山形市発展計画や都市計画マスタープランで目指す都市の実現

に向け、自動車のほか、鉄道やバスなどの公共交通、自転車及び徒歩と

いった各交通手段の利用実態など、仙台圏も含めた市民の日常の交通行

動の把握及び基礎データの整備を図るため、山形広域都市圏パーソント

リップ調査を行う。

　都市機能の整備充実に向け、街路事業や道路、橋りょうの新設改良を

推進する。また、霞城公園の整備を着実に進め、公園空白区域の解消の

ため清住公園を新設するとともに、中心市街地活性化の一環としてひば

り公園を整備する。さらに、重要文化財「鳥居」の保存に向け詳細調査

を実施する。

　加えて、道路、橋りょうなど既存インフラの長寿命化を図るため、そ

れぞれの長寿命化計画に基づき計画的な点検と補修工事を行うとともに、

西蔵王高原吊橋の通行再開に向け、補修工事を行う。

　さらに、中核市への移行後は、景観法に基づき屋外広告物などについ

ての規制や誘導が可能となることから、新たな景観計画の策定や屋外広

告物条例の設定などに向けた検討を行う。

　コミュニティ活動の推進に向け、椹沢コミュニティセンターの建設を

行うとともに、町内会等が設置する地域集会所の建設・補修等に対する

支援を引き続き行う。また、新たに補修時における冷暖房機の設置につ
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いて補助対象とするなど、地域住民が自ら行う地域づくり活動の推進に

向け、各地区において自主的で特徴的な取り組みに対し補助を行う。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

老朽化した商業施設（セブンプラザ）を中心とした再

開発事業による高度利用化を図り、商業施設の更新、

分譲マンション及び駐車場の整備を実施し、商業の魅

力の向上、街なか居住の促進、歩行者空間の充実によ

る街なか回遊の向上を目的に賑わいの創出を行う再開

発組合に対し、市が事業の一部を補助する。

651,467市街地再開発支援

事業（七日町第５ブ

ロック南地区再開

発事業）

新 規

山形市発展計画や都市計画マスタープランで目指す都

市の実現に向け、自動車のほか、鉄道やバスなどの公

共交通、自転車、徒歩といった各交通手段の利用実態

など、市民の日常の交通行動の把握、基礎データの整

備を図る。

56,983山形広域都市圏

パーソントリップ

調査実施事業

新 規

公園空白区域の解消と、地域の憩いの場及びイベント

等の交流拠点、防災拠点を創出するため、平成29年度

は先行取得している公園用地を買い戻し、公園を新設

する。

106,232清住公園整備事業新 規

林道施設長寿命化計画に基づき計画的に修繕を行うこ

とにより、長期的な維持管理費の縮減及び平準化を図

る。

10,880林道橋りょう維持

補修事業

新 規

中核市への移行後は、景観法に基づき屋外広告物など

についての規制や誘導が可能となることから、新たな

景観計画の策定や屋外広告物条例の設定などに向けた

検討を行う。

6,480景観計画策定事業新 規

｢山形市中心市街地活性化戦略本部｣と｢山形市中心市

街地活性化プロジェクト本部」を設置し、中心市街地

における将来的なビジョン（グランドデザイン）を策

定したうえで、具体的な戦略を実施し、中心市街地の

再生を図る。

14,708山形市中心市街地

活性化戦略推進事業

（再掲）

新 規

七日町商店街振興組合が実施する国道112号沿いの老

朽化した街路灯建替について補助を行う。

21,000商店街近代化推進

事業（再掲）

新 規

生活交通の確保、地域間交流の促進による地域活性化、

環境負荷の低減のため、コミュニティバス西部循環線

に加え、新たにコミュニティバス東部循環線の運行事

業を開始するとともに、バスの利用促進のための諸事

業を実施する。

30,914公共交通利用促進

対策事業

拡 充
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

経年劣化が進行している石鳥居の保存修理を行うため、

平成29年度は詳細調査を行い、修理方法を検討する。

3,240重要文化財「鳥居」

保存修理事業

拡 充

吊橋の通行再開に向け、補修工事を行う。17,000西蔵王高原吊橋補修

事業

拡 充

改築工事を行うとともに、併せて、地下水熱を利用し

た空調設備、太陽光発電装置及び蓄電池を設置する。

343,110コミュニティセンター

建設事業 （椹沢コミュ

ニティセンター）

拡 充

町内会等が設置する地域集会所の建設、補修、耐震工

事、敷地購入、賃借等に対して補助を行う。平成29年

度から集会所の補修時における冷暖房機の設置につい

ても補助対象とする。

14,632コミュニティ支援事業

（集会所整備等支援）

拡 充

路線バスが廃止されたバス空白地域の住民の生活交通

確保のために、市が乗合バス事業者と協定を締結して

コミュニティバス高瀬線及び地域交流バス南部線を運

行する。

12,764コミュニティバス

等運行事業

継 続

山形定住自立圏形成協定に基づき、中山町と山形市間

の延伸が実現したことに伴い、大郷明治交通サービス

運営協議会が自主運行している予約制乗合タクシーの

運行を支援する。

4,500明治地区自主運行

バス支援事業

継 続

山形定住自立圏形成協定に基づき、山辺町及び中山町

と山形市間の公共交通ネットワークのあり方を検討する。

81公共交通広域ネット 

ワーク構築事業

継 続

高齢者の閉じこもりを防止し、外出の機会の確保、拡

大を支援する目的で、バス事業者が販売する「シルバー

定期券」（３か月定期）の購入費を助成する。

117,450高齢者外出支援事業継 続

中心市街地へのアクセス向上を図る東原村木沢線、四

日町日月山線の整備を推進するとともに、駅環状道路

に位置付けている十日町双葉町線、旅篭町八日町線、

都心リングに位置付けている諏訪町七日町線の整備を

推進し、中心市街地の回遊性を高める。

1,202,250街 路 事 業継 続

市道及び橋りょう整備事業を実施する。(新出羽高擶線

ほか18路線) 

861,574道路・橋りょう新設

改良事業

継 続

山形城の復原を図りながら、国の史跡にふさわしい歴

史・文化を活かした都市公園を整備する。平成29年度

は本丸一文字門周辺を整備するとともに、平成45年度

の事業完了を目標に、北側エリアについて、史跡の一

層の保存と活用を図り、歴史的遺産にふさわしい空間

として再整備するため基本設計を行う。

77,316霞城公園整備事業継 続
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

中心市街地活性化基本計画に位置付けられた区域内の

公園を、利用者の多様なニーズに対応した公園に新設

及び再整備する。平成29年度はひばり公園の整備を行う。

50,000中心市街地活性化

公園整備事業

継 続

平成26年度に実施した総点検の結果に基づき、平成27

年度からインフラの損傷状況・危険度に応じて、計画

的な補修・修繕工事を実施していく。（菅沢仁位田線ほ

か）

130,000道路ストック修繕

事業

継 続

橋梁長寿命化修繕計画に基づく、橋りょうの修繕工事、

実施設計、点検を行う。

（平成29年度：補修工事10橋、補修設計21橋、点検94橋）

466,225市道橋りょう維持

補修事業

継 続

都市計画マスタープラン全体構想及び分野別構想を踏

まえ、地域ごとの特性や課題に対応した地域のまちづ

くりの方針を示す地域別構想の見直しを行う。また、

都市計画道路の都市計画決定・変更に向けた基礎的調

査と原案の作成等を実施する。

9,255都市計画マスター

プラン見直し事業

（都市計画決定・変

更検討事業）

継 続

街の賑わいを推進するため、街なか出店・居住推進事

業によりデータベース化した空き店舗等の情報を希望

者に提供し活用を促す。加えて、街なか賑わい推進事

業により専門サイトによる情報発信と賑わい創出のた

めのイベント等を開催する。

12,093中心市街地活性化

基本計画推進事業

継 続

第一小学校旧校舎を活用し、山形の観光資源を紹介す

るイベントの開催、ギャラリー等の市民の交流の場提

供などを中心市街地の賑わいづくりの拠点として、山

形まなび館の運営を行う。

28,676山形まなび館運営

事業

継 続

中心市街地の賑わいづくりと交流人口の拡大を図るた

め、新たな手法で魅力を創出する、建物全体のリノベー

ションによるまちづくりについて調査・検討を行う。

78第一小学校旧校舎

リノベーション事業

継 続

山形市の情報発信及び中心市街地活性化の拠点である

山形まるごと館紅の蔵の運営を行う。

49,393山形まるごと館

紅の蔵運営事業

継 続

にぎわいあふれるまちづくりを推進するため、関係機

関が行う「花笠サマーフェスティバル」や「ウインター

フェスティバル」等のイベントへ補助を行う。

8,419中心商店街活性化

促進事業

継 続

中心市街地への交通手段の利便性向上、中心街にある

駐車場の利用促進及び中心商店街の活性化を図るとと

もに、循環バスを利用した市街地観光を推進するため、

中心市街地循環バスを運行する事業に対して補助する。

650中心市街地循環

バス運行支援事業

継 続



款　いきいきと年齢を重ねられるまちづくり

　市民の健康維持増進のため、新たに、胃部エックス線検査を受ける40

歳以上の希望者を対象に、胃がんリスクを判定する検診を実施し、胃が

ん発生の抑制を図る。加えて、唾液検査による歯周病検診をモデル的に

実施し、歯周病の予防と早期発見、意識啓発を図る。そのほか、がん検

診の実施と特定年齢を対象としたがん検診無料クーポン配布などを継続

する。

　さらに、山形大学医学部が進めている重粒子線によるがん治療施設の

整備について、平成27年度から開始した寄附を継続し支援を行う。

　生涯スポーツ、競技スポーツの振興に向けて、新野球場については、

平成29年秋の供用開始に向けて整備を進めるとともに、利便性の高い運

用に努める。合わせて、駐車場不足の解消に向け、総合スポーツセンター

の東側に新たな駐車場を整備するための工事を行う。

　また、山形市民スポーツフェスタなど各種スポーツイベントの開催や

支援を引き続き行うことに加え、地域等が主体的に維持管理を行う予定
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

中心市街地にある空き店舗を活用し、街なかでの新規

創業（出店）を行おうとする者を支援し、多様な商業

施設の集積による中心市街地の活性化を図る。

4,000中心市街地新規

出店者サポート事業

継 続

市街地を流れる農業用水路（五堰）の石積みの補修を

行う。また、美観を保つため水路の清掃を行う。

6,855五 堰 整 備 事 業継 続

市民活動支援基金（コミュニティファンド）を運営し、

NPO法人等の市民活動団体の公益活動に対する支援

を行い、その活性化を図る。

16,475市民活動活性化事業継 続

（や ま が たde愛 フ ァ
 ンドを除く）

平成28年度の改築工事に引き続き、外構工事を行う。62,070コミュニティセンター

建設事業 （東沢コミュ

ニティセンター）

継 続

市民が主役となるまちづくりを支えていくため、特色

ある地域づくりを行う地区を支援する。

7,282いきいき地域づくり

支援事業

継 続



のグラウンドゴルフ場や運動広場について、整備工事を行う。

　高齢者がいきいきと暮らせるまちづくりに向けて、介護が必要になっ

ても住み慣れた地域で生活を継続できるよう、在宅生活が困難な高齢者

が入所する高齢者福祉施設の整備について、第６期介護保険事業計画に

基づき小規模特別養護老人ホーム１施設の整備に対する支援を行う。

　そのほか、地域福祉相談支援体制構築モデル事業として、平成28年度

から実施している、福祉まるごと相談窓口への地域福祉相談支援員の配

置を引き続き行い、個別の支援制度では対応が困難な相談について、横

断的・包括的な対応を図る。

　また、高齢者の就労促進に資する事業を「やまがた生涯現役促進地域

連携協議会」が実施するにあたり、当面の運転資金について無利子で貸

付を行う。

　さらに、介護保険制度によるサービスに加え、ボランティアやNPO等

の多様な主体によるサービスを活用できるよう、関係機関が連携して包

括的・継続的に支援するとともに、介護予防・日常生活支援総合事業の

サービスの充実を図り、高齢者自身が積極的に介護予防の取り組みを継

続できるよう支援する。

　また、障がい者がいきいきと暮らせるまちづくりに向けて、障がいを

理由とする差別解消の実現のため啓発活動や相談体制の整備に取り組む。

　このほか、福祉協力員をはじめとする住民同士による高齢者見守りを

中心とするネットワークづくりの活動に対し補助の拡充を図る。

　また、女性が生涯を通して心身ともに健康を保持・増進できるよう男

女共同参画センターでの健康講座と健康相談を引き続き実施する。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

胃部エックス線（バリウム）検査と併用して、胃がん

になりやすいかどうかのリスク（危険度）を採血によっ

て判定する検査を実施し、リスクに応じた医療機関へ

の受診等を促すことで、胃がん発生の抑制を図る。

10,469胃がんリスク（ABC）

検診事業

新 規

特定健診（集団）で、40歳以上の希望者を対象に唾液

検査による歯周病検診をモデル的に実施し、歯周病の

予防と早期発見、意識啓発をすすめる。

855唾液検査による

歯周病検診事業

新 規

総合スポーツセンターの駐車場不足を解消するため、

平成29年度から平成30年度にかけて敷地東側に駐車

場を整備する。

673,175総合スポーツセン

ター駐車場整備事業

新 規

市民の誰もが幅広くスポーツに親しみ、健康な体づく

りをより効果的に行えるよう、日常的に使用できるグ

ラウンドゴルフ場や運動広場を整備する。

8,667スポーツ環境整備

事業

新 規

やまがた生涯現役促進地域連携協議会が生涯現役促進

地域連携事業を実施するにあたり、当面の運転資金に

ついて無利子で貸付を行う。

4,000生涯現役促進地域

連携事業

新 規

介護が必要になっても、住み慣れた地域で生活を継続

できるよう、在宅生活が困難な高齢者が入所する高齢

者福祉施設の整備を行う。平成29年度は小規模特別養

護老人ホーム（小規模多機能型居宅介護施設を併設）

１か所を整備する。

193,864高齢者福祉施設整備

事業

拡 充

高齢者が介護保険制度によるサービスに加え、ボラン

ティア、NPO等の多様な主体によるサービスを活用で

きるよう、関係機関が連携して包括的・継続的に支援

する。圏域内高齢者数を勘案し、済生会なでしこ地域

包括支援センターの専門職を１名増員する。

283,530包括的支援事業

（介護保険事業会計）

拡 充

介護予防を目的とした介護予防・日常生活支援総合事

業のサービスを充実させ、地域全体で支えあうための

仕組みを推進し、さらに高齢者自身が積極的に介護予

防の取り組みを継続していけるように支援する。

676,361介護予防・日常生活

支援総合事業

（介護保険事業会計）

拡 充

福祉協力員をはじめとする小地域（町内会）での住民

同士による高齢者見守りを中心とするネットワークづ

くりの活動に対し補助を強化する。（噂9,865千円）

16,975小地域福祉ネット

ワーク推進費補助

事業

拡 充

障がいを理由とする差別解消の実現のため啓発活動や

相談体制の整備に取組む。（噂1,525千円）

2,957障がいを理由とする

差別解消推進事業

拡 充
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

がんの早期発見・早期治療を図るため、検診を実施す

る。特に、子宮がん・乳がん・前立腺がんの３つの検

診については、一定年齢に達した方に対し無料クーポ

ン券を配布し、受診率の向上を図る。

11,760がん検診推進事業継 続

福祉まるごと相談窓口に地域福祉相談支援員を配置し、

個別の支援制度では解決できない課題を横断的・包括

的に把握・整理し、適切な支援を受けられる体制を構

築する。

13,754地域福祉相談支援

体制構築モデル事業

継 続

山形大学医学部が研究開発を進めている重粒子線によ

るがん治療照射装置の整備に対して支援を行う。

100,000次世代型医療用

重粒子線照射装置

施設整備支援事業

継 続

平成29年秋の供用開始に向けて整備を進めるととも

に、利便性の高い運用に努める。

1,488,928新野球場整備事業継 続

山形市スポーツ振興計画に定めた「スポーツの秋～一

人一スポーツ月間～」のシンボルイベントとして、総

合スポーツセンターを会場にスポーツ体験プログラム

やウォーキング教室等を実施する。

4,800山形市民スポーツ

フェスタ開催事業

継 続

女性が思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期等人生

の各段階に応じた適切な健康の保持増進ができるよう、

健康相談及び健康講座を行う。

70女性の健康づくり

支援事業

継 続

高齢者の就労機会の確保を図るため、シルバー人材セ

ンターの運営を支援する。あわせて、高齢者の生きが

いづくりや社会参加機会の充実を図るため、老人クラ

ブ連合会や単位老人クラブの活動を支援する。

20,300高齢者の生きがい

づくり支援事業

継 続

低所得者への介護保険サービス利用料の軽減を行った

社会福祉法人へ支援する。

9,877利用者負担対策事業継 続

市全域及び日常生活圏域を単位に生活支援コーディ

ネーターを配置し、生活支援サービスの創出や活動支

援、担い手の育成、関係機関のネットワーク構築など、

生活支援・地域支え合い体制の構築を図る。

66,810生活支援体制整備事業

（介護保険事業会計）

継 続

多くの市民に認知症の正しい理解を深めていただくと

ともに、認知症高齢者を地域全体で支えていく環境づ

くりを進めていくため「認知症サポーター」を養成する。

1,103認知症サポーター

等養成事業

（介護保険事業会計）

継 続

高齢者や障がい者等ができるだけ長く在宅での生活を

続けられるよう、住宅改修工事（バリアフリー工事等）

をする際に一部費用を補助し負担軽減を図る。

6,890在宅介護支援住宅

改修補助事業

継 続



歓　安全・安心なまちづくり

　災害に係る情報伝達手段の充実を図るため、緊急時に自動起動し避難

情報などを放送する防災ラジオの配布について、今年度は土砂災害警戒

区域内の町内会、自主防災会及び希望する市民を対象に行う。

　また、福祉体育館の耐震改修工事を行うほか、耐震診断が義務づけら

れた民間建築物のうち耐震工事を予定しているものについて必要な補助

を行う。

　さらに、地すべりが観測された市道菅沢団地幹線において対策工事を

行うとともに、豪雨時のアンダーパスにおける通行者の安全を確保する

ため、警報表示板等の設置を計画的に進める。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

障がい者が自立した生活を営めるように、障がい福祉

サービスの給付（介護給付、訓練等給付）や医療給付、補

装具の購入費の支給を行う。

2,861,032自立支援給付事業継 続

障がい者及び障がい児の自立の促進、福祉の向上を図

るため、障がいを軽くしたり回復させたりする手術等

を受けた際の自己負担金の軽減を行う。

175,976自立支援医療事業継 続

障がい者が社会参加できるように、相談支援事業や日

常生活用具の給付等を行い生活を支援する。

162,145地域生活支援事業継 続

在宅で生活する常時寝たきりや特別介護が必要な障が

い者の経済的な負担を軽減するため手当を支給する。

119,701所 得 保 障 事 業継 続

市内６か所の相談支援センターにおいて、障がい者及

びその家族並びに介護を行う事業者等からの相談に対

して適切な情報を提供することで、障がい者が自立し

た日常生活を営むことができるようにする。

58,512相 談 支 援 事 業継 続

住み慣れた地域で要援護者が安心して生活を継続して

いくための権利を擁護するため、山形市成年後見セン

ターを設置し、相談から利用までの一貫した支援体制

や成年後見人受任調整機能を強化し利用者支援の充実

を図る。

27,605成年後見制度利用

支援事業

（一 般 会 計）

（介護保険事業会計）

継 続

山形市体育・スポーツ総合推進本部にて生涯スポーツ、

競技スポーツ、学校体育スポーツの振興と強化を図る。

36,000生涯スポーツ・競技

スポーツ振興事業

継 続



　加えて、山形市の玄関口である駅前地区において、冬期間の路面凍結

による転倒を防止するため無散水消雪道路の整備を計画的に行う。

　消防体制の充実に向け、西崎出張所を西消防署とするなど、平成29年

４月から２署制へ再編移行するとともに、高規格救急自動車１台の更新

を行うほか、消防団の機動力強化をめざし、ポンプ車庫の新築やポンプ

積載車の整備を行う。

　また、救急救命体制の強化に向け、救急救命士を計画的に養成すると

ともに、救急救命業務のあり方検討会を継続し、24時間健康医療相談

サービスの広報強化を図る。

　そのほか、消防団員の処遇改善として、若年層の報酬を引き上げると

ともに、災害防御活動を行った際の費用弁償の引き上げを行う。加えて、

消防団員に貸与する作業服を新基準に適合させるために、一斉更新を行う。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

緊急時に自動起動し避難情報などを放送する防災ラジ

オを用いた緊急情報の配信体制を整備し、土砂災害警

戒区域内の町内会や自主防災会及び希望する市民に配

布するとともに、区域内にある小学校に屋外拡声装置

の配備を行う。

17,127防災ラジオ配備事業拡 充

耐震診断が義務づけられた建築物で、耐震基準を満た

さないものの所有者に対し、負担軽減となる補助を行

うことで耐震改修への確実な実施を促し、震災に強い

まちづくりを推進する。前年度の耐震補強設計補助に

引続き、平成29年度は耐震改修工事３棟に補助を行う。

224,608要緊急安全確認 

大規模建築物耐震

改修等補助事業

拡 充

市道菅沢団地幹線の法面において地すべりが観測され

たため、安全性を確保するために対策工事を行う。前

年度の地質調査等に引続き、平成29年度は地すべり対

策工事を実施する。

100,000菅 沢 団 地 幹 線

地すべり対策事業

拡 充

アンダーパスにおける通行者の安全を確保するため、

エアー遮断機や警報表示板の設置を計画的に進める。

平成29年度はエアー遮断機１台、警報表示板１台を設

置する。

13,500アンダーパス安全

対策事業

拡 充



― 37 ―

概 要予算額 （千円）事　業　名区分

山形市の玄関口である駅前地区において、冬期間は路面

凍結により転倒する方が多い。市民をはじめ、観光客が、

安全・安心で通行できるように、無散水消雪道路の整備

を行う。前年度の消雪用熱源井戸１基の掘削に引き続き、

平成29年度は井戸２基の掘削と道路を整備する。

122,000山形駅前地区消雪

道路整備事業

拡 充

けがや病気の不安を解消するための健康医療相談窓口

として、山形市民、山辺、中山町民を対象に実施して

いる「24時間健康・医療相談サービス」について、よ

り多くの方に知ってもらえるよう広報の強化を図る。

9,92324時間健康・医療 

相談サービス広報

強化事業

拡 充

消防団員の処遇改善として、若年層の報酬を引き上げ

るとともに、災害防御活動を行った際の費用弁償の引

上げを行う。

107,429消防団員処遇改善

事業

拡 充

消防団員に貸与する作業服を新基準に適合させるため

に、全団員分を更新する。

31,847消防団員作業服 

更新事業

拡 充

市有施設の耐震診断・改修に係る基本方針に基づき、

耐震化優先度調査の結果を踏まえ耐震化の設計・工事

を行う。平成29年度は福祉体育館の耐震改修工事を行

う。

9,000体育館耐震改修事業継 続

救急搬送件数の増加に伴い、救急自動車の走行距離等

を勘案し、計画的な車両更新を図り、安全な救急活動

を実施するため、高規格救急自動車１台を更新する。

31,695消防本部車両等整備

事業（高規格救急自

動車更新事業)

継 続

中心市街地における迅速な対応や山間地域での効率的

な活動を実現するため、消防団のポンプ車庫を新築す

るとともに、小型動力ポンプ積載車などを整備する。

54,439消防団車両等整備

事業（消防団機動力

増強事業等）

継 続

高度な応急措置を実施することで救命率の向上を図る

ため、救急隊１隊に２名以上の救急救命士を配置でき

るよう、年次計画で養成する。

8,019救急救命士養成事業継 続

救急救命業務のあり方について有識者による検討会を

開催し、意見や指摘内容を日頃の活動に活かすことに

より救急救命業務の向上を図っていく。

343救急救命業務あり

方検討会

継 続

自主防災組織の組織率向上と活動の推進を図るため、

自主防災組織の装備備蓄への補助を行うほか、防災訓

練等を実施した自主防災組織に対し報償金を支給する。

12,476自主防災組織育成

事業

継 続

東日本大震災の経験を踏まえ、避難所運営や、高齢者

や障がい者など避難生活に特に配慮を要する方に必要

な物資について、公助による備蓄を推進する。

4,766備蓄品整備事業継 続
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

市街地の都市化による舗装や農地の減少が進み、降雨

による浸水被害が発生しているため、下水道雨水施設

を整備し、浸水被害の軽減を図る。

1,134,040下水道（雨水）整備

事業

（公共下水道事業会計）

継 続

冬期間における町内の生活道路等の除排雪を実施する

町内会等に対して、除排雪作業への報償金の支給と、

除排雪機械購入に対する補助を実施する。

2,412町内会等除排雪対策

事業

継 続

地震に対する木造住宅の安全性の確保・向上を図るた

め、市民が自己の住宅に行う耐震診断に対し補助する。

4,664木造住宅耐震診断

事業

継 続

地震に対する木造住宅の安全性の確保・向上を図るた

め、市民が自己の住宅に行う耐震改修工事に対し補助

する。

6,450木造住宅耐震改修

事業

継 続

市内の住宅関連産業を中心とした地域経済の活性化を

図るとともに、市民の住環境の向上を図るため、家屋

の修繕等、住宅リフォームを行った場合に助成する。

130,524住宅リフォーム 

総合支援事業（再掲）

継 続

平成26年度に実施した総点検の結果に基づき、平成27

年度からインフラの損傷状況・危険度に応じて、計画

的な補修・修繕工事を実施していく。（菅沢仁位田線ほ

か）

130,000道路ストック修繕

事業（再掲）

継 続

橋梁長寿命化修繕計画に基づく、橋梁の修繕工事、実

施設計、点検を行う。

（平成29年度：補修工事10橋、補修設計21橋、点検94

橋）

466,225市道橋りょう維持 

補修事業（再掲）

継 続

都市公園安全安心対策緊急総合支援事業の計画に基づ

き、都市公園のバリアフリー化整備事業（４公園）及

びトイレ未設置の1公園にバリアフリー化トイレを設

置する。また、公園施設長寿命化計画に基づき、６公

園の施設の更新工事を行う。

68,000都市公園安全安心 

対策事業

継 続

平成24年度に実施した耐震診断及び優先度調査に基

づき市営住宅の耐震改修を実施していく。平成29年度

は、南ヶ丘住宅Ａ棟耐震診断、南山形住宅Ｂ棟耐震補

強設計、南山形住宅Ａ棟耐震改修を行う。

83,000市営住宅耐震改修

事業

継 続

上下水道は、生活に欠くことのできないライフライン

であり、災害時においても安定した水の供給及び下水

処理の確保を図るため、上下水道施設の耐震化を図る。

2,441,283上下水道施設の耐

震化事業

（水道事業会計）

（公共下水道事業会計）

継 続



汗　山形の自然を活かした環境にやさしいまちづくり

　廃棄物を熱エネルギーとして有効に利用するエネルギー回収施設整備

事業について、立谷川は平成29年10月の稼働に向け準備を進めるととも

に、稼働後はプラスチックの焼却処分や高効率発電など、施設整備基本

計画に基づき運営を行う。また、川口は平成30年度の稼働を目指し建設

を進める。

　山形の自然を活かした再生可能エネルギー導入事業として、市民や事

業所への太陽光発電装置の設置に対する補助を継続して行う。加えて、

地球温暖化対策等推進基金を活用し、椹沢コミュニティセンターの改築

に併せ、地下水熱を利用した空調設備を設置するとともに、防災拠点と

しての機能を高めるため、太陽光発電装置及び蓄電池を併せて設置する。

　有害鳥獣による農作物被害防止のために新たに設置する鳥獣被害対策

実施隊と連携し、カラス対策の体制を強化するとともに、猛禽類を利用

した追い払い検証を引き続き実施する。加えて、狩猟免許の取得者の増

加に向けて、免許取得に要する経費の一部について新たに補助を行う。

　また、ドローンを活用したカラス追い払いについて、その可能性を検

討するため、若手職員によるプロジェクトチームを新たに立ち上げる。

　環境保全と森林資源の有効活用の一環として、薪ストーブやペレット

ストーブの設置に対する補助を継続するとともに、山形市が指定した保

存樹等の維持管理に係る費用の一部助成を継続実施する。

　そのほか、町内会等が設置及び維持管理している公衆街路灯の電気料

への補助のほか、公衆街路灯へのLED照明の導入等に対して引き続き補

助を行う。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

椹沢コミュニティセンターの改築に併せ、地下水熱を

利用した空調設備を設置するとともに、防災拠点とし

ての機能を高めるため、太陽光発電装置及び蓄電池を

併せて設置する。

54,600再生可能エネルギー

導入事業 （椹沢コミュ

ニティセンター)

新 規

有害鳥獣による農作物被害防止のため、充実強化する

鳥獣被害対策実施隊と連携し、カラス対策の体制を強

化する。併せて、狩猟免許の取得者の増加に向け、免

許取得に要する経費の一部を支援する。

1,270有害鳥獣対策事業新 規

幅広い分野で産業化が期待されているドローンをカラ

スの追い払いに活用することについて、仙台市と連携

し検討する。

536ドローン活用検討

事業（再掲）

新 規

一般廃棄物処理基本計画のうち、ごみ処理基本計画に

ついては、前計画策定から５年が経過し、廃棄物を取

り巻く現状・課題・目標の達成状況等を踏まえ、見直

しを行う。生活排水処理基本計画については、前計画

の最終年度となっているため、新たに策定する。

4,500一般廃棄物処理 

基本計画策定事業

新 規

カラス対策として、従来の個体数を減らすための捕獲

を継続しつつ、猛禽類を利用した追い払いについて、

平成28年度に行った検証結果を受け、引き続き実施する。

644猛禽類によるカラ

スの追い払い事業

拡 充

地球温暖化防止のため、住宅等に太陽光発電装置を設

置した場合、補助を行う。

26,500太陽光発電装置設置

補助事業

継 続

森林資源の有効活用に向け、ペレットストーブ及び薪

ストーブを設置した場合に補助を行う。

2,000木質バイオマス支援 

事業

継 続

市の指定を受けた保存樹等の維持管理に係る費用の一

部を助成するとともに、破損している指定の標識を計

画的に更新する。

1,000樹 木 保 存 事 業継 続

循環型社会の構築や環境対策の向上をめざし、広域環

境事務組合において、廃棄物を熱エネルギーとして有

効利用が可能なエネルギー回収施設（新清掃工場）２

か所の整備事業を行う。平成29年度は、予算を平成28

年度へ前倒しはしているものの、立谷川の平成29年10

月稼働に向けた工事を行うとともに、川口の本体工事

が本格化する。

105,386エネルギー回収施設 

整備事業

継 続

町内会等が設置及び維持管理している公衆街路灯の電

気料への補助のほか、公衆街路灯へのLED照明の導入

等に対して補助を行う。

67,348公衆街路灯助成事業継 続



漢　重点政策を推進するための共通政策

ア　プロジェクトチームによる横断的施策の推進

　山形市発展計画を効率的に進めるため、特に重要な４つのテーマ

について、担当部課の縦割りを排除し組織横断的な取り組みとして

推進することを目的に、プロジェクトチームを設置した。

　プロジェクトチームは、テーマごとに様々な事業の企画、実行、

検証、改善を行うこととしており、平成29年度における取り組みの

概要は次のとおりである。

契　健康医療先進都市推進プロジェクトチーム

　山形市発展計画に掲げた世界に誇る健康・安心のまち「健康医療先

進都市」の実現に向けて、「健康」と「医療」を核とした施策を行うと

ともに、医療・介護等の連携を進め、地域包括ケアの体制作りを行う。

　さらに、いつまでも健康で、気軽にスポーツやウォーキングなど

を楽しみながら、いきいきと暮らすことができ、また、質の高い医
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

町内会やPTA等による集団資源回収の助成を行い、ご

みの減量とリサイクルを推進する。

66,103集団資源回収推進

事業

継 続

ごみの減量と資源の再利用を推進するため、市民・事

業者・行政が相互に協力連携を図る場として設立した

「ごみ減量・もったいないねット山形」の活動を支援し、

循環型社会の形成を図る。

1,600ごみ減量・もったい

ないねット山形活動 

活性化事業

継 続

ごみ減量の推進に向け、生ごみ処理機等の購入に対し、

補助を行うほか、乾燥生ごみと野菜の交換事業「生ご

みやさいクル事業」を実施する。

2,412生ごみ処理機等購入 

支援事業

継 続

古紙類の集積所回収や、雑がみ回収広報袋の作成・配

布により、雑がみの分別・資源化を図る。

63,916古紙回収支援事業継 続

集積所の環境衛生の向上を図るため、集積所設置や管

理に対する助成、カラスネットの支給を行う。

2,500ごみ集積所設置補助 

事業

継 続

上野最終処分場の埋立てを継続し長期的な運用を図る

ため、雨水排水対策を実施する。

69,442上野最終処分場長期 

運用整備事業

継 続



療・介護が受けられるまちづくりを行い、都市ブランドとしての「健

康医療先進都市」を確立することに向け取り組む。

　主な事業として、市民の健康維持増進のため、新たに、胃部エッ

クス線検査を受ける40歳以上の希望者を対象に、胃がんリスクを判

定する検診を実施し、胃がん発生の抑制を図る。加えて、唾液検査

による歯周病検診をモデル的に実施し、歯周病の予防と早期発見、

意識啓発を図る。そのほか、がん検診の実施と特定年齢を対象とし

たがん検診無料クーポン配布などを継続する。

　さらに、山形大学医学部が進めている重粒子線によるがん治療施

設の整備について、平成27年度から開始した寄附を継続し支援を行う。

　また、退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を

行い、産後も安心して子育てができる支援体制を確保するため、新

たに産後ケア事業を行うことに加え、市立病院済生館において病児・

病後児保育事業を新たに開始する。

　そのほか、地域福祉相談支援体制構築モデル事業として、平成28

年度から実施している、福祉まるごと相談窓口への地域福祉相談支

援員の配置を引き続き行い、個別の支援制度では対応が困難な相談

について、横断的・包括的な対応を図る。

　加えて、介護予防・日常生活支援総合事業のサービスの充実を図

り、高齢者自身が積極的に介護予防の取り組みを継続できるよう支

援する。また、福祉協力員をはじめとする住民同士による高齢者見

守りを中心とするネットワークづくりの活動に対し補助の拡充を図る。

　さらに、健康の増進や維持に向けて、新野球場について平成29年

秋の供用開始に向けて整備を進めるとともに、供用開始後は利便性

の高い運用に努める。また、身近な運動施設として地域等が主体的

に進めるグラウンドゴルフ場や運動広場の整備について支援を行う。

　加えて、市民の歩く機会を確保するため、高齢者外出支援事業や
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コミュニティバス東部循環線の運行開始など公共交通利用対策事業

を推進し、外出しやすい環境整備に努めるとともに、「山形やまがた

10kmウォーキング」をはじめとする各種イベントへの開催支援や

蔵王トレッキング事業への補助などにより、歩くことの効用につい

て普及と周知を図る。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

胃部エックス線（バリウム）検査と併用して、胃がん

になりやすいかどうかのリスク（危険度）を採血によっ

て判定する検査を実施し、リスクに応じた医療機関へ

の受診等を促すことで、胃がん発生の抑制を図る。

10,469胃がんリスク(ABC)

検診事業（再掲）

新 規

特定健診（集団）で、40歳以上の希望者を対象に唾液

検査による歯周病検診をモデル的に実施し、歯周病の

予防と早期発見、意識啓発をすすめる。

855唾液検査による 

歯周病検診事業

（再掲）

新 規

市立病院済生館において、病児・病後児保育事業を新

たに実施する。

18,707済生館病児保育事業

（再掲）

新 規

退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート

等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制を

確保するため産後ケア事業を行う。

8,271産後ケア事業（再掲）新 規

健康医療先進都市の実現に向け、世界屈指の医療先進

都市といわれるロチェスター市（アメリカ合衆国）を

訪問し、様々な課題や施策を探る。

2,050健康医療先進都市

視察事業

新 規

市民の誰もが幅広くスポーツに親しみ、健康な体づく

りをより効果的に行えるよう、日常的に使用できるグ

ラウンドゴルフ場や運動広場を整備する。

8,667スポーツ環境整備

事業（再掲）

新 規

生活交通の確保、地域間交流の促進による地域活性化、

環境負荷の低減のため、コミュニティバス西部循環線

に加え、新たにコミュニティバス東部循環線の運行事

業を開始するとともに、バスの利用促進のための諸事

業を実施する。

30,914公共交通利用促進 

対策事業（再掲）

拡 充

介護予防を目的とした通所型サービスや訪問型サービ

ス等を充実させ、地域全体で支えあうための仕組みを

推進し、さらに高齢者自身が積極的に介護予防の取り

組みを継続していけるように支援する。

676,361介護予防・日常生活

支援総合事業

（介護保険事業会計）

 （再掲）

拡 充

福祉協力員をはじめとする小地域（町内会）での住民

同士による高齢者見守りを中心とするネットワークづ

くりの活動に対し補助を強化する。

16,795小地域福祉ネット

ワーク推進費補助

事業（再掲）

拡 充
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

高齢者が介護保険制度によるサービスに加え、ボラン

ティア、NPO等の多様な主体によるサービスを活用で

きるよう、関係機関が連携して包括的・継続的に支援

する。圏域内高齢者数を勘案し、済生会なでしこ地域

包括支援センターの専門職を１名増員する。

283,530包括的支援事業 

（介護保険事業会計）

（再掲）

拡 充

平成29年度に限り、定期予防接種対象（０歳児）外の

乳幼児（１～３歳児）の任意予防接種に対して、接種

費用の一部を助成する。

13,050Ｂ型肝炎任意予防

接種事業

拡 充

データヘルス計画に基づき特定健診の受診勧奨や保健

指導等の保健事業を実施し、国民健康保険加入者の健

康寿命の延伸を図る。平成29年度は、新たに第二期

データヘルス計画（平成30～35年度）を策定する。

13,532データヘルス計画

に基づく保健事業

（国民健康保険事業会計）

拡 充

平成29年秋の供用開始に向けて整備を進めるととも

に、利便性の高い運用に努める。

1,488,928新野球場整備事業

（再掲）

継 続

高齢者の閉じこもりを防止し、外出の機会の確保、拡

大を支援する目的で、バス事業者が販売する「シルバー

定期券」（３か月定期）の購入費を助成する。

117,450高齢者外出支援事業

（再掲）

継 続

山形市スポーツ振興計画に定めた「スポーツの秋～一

人一スポーツ月間～」のシンボルイベントとして、総

合スポーツセンターを会場にスポーツ体験プログラム

やウォーキング教室等を実施する。

4,800山形市民スポーツ

フェスタ開催事業

（再掲）

継 続

馬見ヶ崎川河川敷や鈴川公園等で実施される「山形や

まがた10kmウォーキング」の主催者である山形・市

民交流会に対し支援を行う。

150山形・市民交流会 

補助金

継 続

蔵王を取り巻く３市３町(山形市、上山市、白石市、蔵

王町、川崎町、七ヶ宿町)の登山者(各市町それぞれ15

名程度)が、初夏の蔵王に集い、自然に親しむとともに

その大切さを認識する。

15蔵王連峰夏山登山継 続

1600年旧暦９月13日の最上軍と上杉軍が戦った慶長

出羽合戦にちなみ、長谷堂城跡公園から畑谷城までの

約15kmを合戦に関する史跡をめぐりながらハイキン

グを実施する事業に補助を行う。

64長谷堂ウィークデー

ハイキング

継 続

コマクサトレッキング、輪かんじきツアーやお釜鑑賞

ツアーなど、山歩きを通じて蔵王の四季や自然を体感

する事業に補助を行う。

50蔵王トレッキング継 続
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

がんの早期発見・早期治療を図るため、検診を実施す

る。特に、子宮がん・乳がん・前立腺がんの３つの検

診については、一定年齢に達した方に対し無料クーポ

ン券を配布し、受診率の向上を図る。

11,760がん検診推進事業

（再掲）

継 続

山形大学医学部が研究開発を進めている重粒子線によ

るがん治療照射装置の整備に対して支援を行う。

100,000次世代型医療用 

重粒子線照射装置

施設整備支援事業

（再掲）

継 続

市全域及び日常生活圏域を単位に生活支援コーディ

ネーターを配置し、生活支援サービスの創出や活動支

援、担い手の育成、関係機関のネットワーク構築など、

生活支援・地域支え合い体制の構築を図る。

66,810生活支援体制整備

事業

（介護保険事業会計）

（再掲）

継 続

山形市医師会に在宅医療・介護連携室の運営を委託し、

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が住みな

れた地域で暮らし続けられるよう居宅に関する医療機

関と介護サービス事業者などの関係者の連携を推進す

る。

10,000在宅医療・介護連携

推進事業

（介護保険事業会計）

継 続

がん患者の治療と就労の両立、療養生活の質の向上に

向け、がんの治療に伴う外見の悩みに対して支援する

ため、医療用ウィッグ（本体）の購入費に対し助成する。

1,920がん患者医療用 

ウィッグ購入助成

事業

継 続

日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業において、

骨髄・末梢血幹細胞を提供した市民に対し報償金を支

給し、ドナー自身の負担軽減と、ドナー登録のしやす

い環境整備を図る。

840骨髄移植ドナー支援

事業

継 続

四種混合、麻しん、風しん等の予防接種を山形県外で

受けた市民に対して補助（償還払い）する。

608定期予防接種の県外

接種費用助成事業

（再掲）

継 続

山形市医師会、歯科医師会が設置する、休日夜間診療

所、休日歯科診療所の運営費等に対して補助を行う。

13,300山形市休日夜間 

診療所等運営補助

事業

継 続



形　仙山連携推進プロジェクトチーム

　仙山圏が一体となって発展し、東北地方のけん引役を果たしてい

くことを目的に、平成28年11月に締結した仙台市との連携協定をよ

り強固なものとするため、引き続き具体的な調整を進める。特に、

仙山線の強化、高速化など、仙山圏における交通網整備のあり方と

その効果について、将来的な整備を見据え検討する。加えて、鉄道、バ

ス及び自動車などの利用実態について、仙台圏も含め基礎データを

収集する山形広域都市圏パーソントリップ調査を新規に実施し、将

来にわたる仙山連携のあり方検討に活用する。

　また、仙山線を活用した「仙台まるごとパス」のエリア拡大の検

討や、紅葉時期における山寺でのイベント開催などにより誘客推進

を図る。そのほか、合同企業説明会の開催や新事業の創出などを目

指すドローン活用検討事業、蔵王山を中心としたロングトレイルを

活用したインバウンド事業など、各分野の事業を実施する。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

仙台市と連携して「仙台まるごとパス」のエリアを山

形駅まで拡大について検討し、仙台圏からの山寺を含

む山形市内の観光スポットへの訪問者数の増加を目指す。

1,025仙台まるごとパス

指定エリア拡大事業

新 規

仙台市と連携して紅葉時期の山寺駅等での歓迎イベン

トの開催と仙山線沿線の観光地等を紹介するマップを

作成して誘客推進を図る。

1,008仙山線活用観光 

交流事業

新 規

仙台市と連携して合同企業説明会を開催し、市内事業

所への求人紹介の機会及び就職者の増加を図る。

1,084合同企業説明会の

開催

新 規

幅広い分野で産業化が期待されているドローンをカラ

スの追い払いに活用することについて、仙台市と連携

し検討する。

536ドローン活用検討

事業

新 規

ロングトレイルを活用し、仙台市と連携のうえインバ

ウンド事業を促進する。

515ロングトレイル 

設定による山岳観光

発信事業

新 規



径　移住定住推進プロジェクトチーム

　首都圏在住の地方への移住希望者に対し、山形で生活することの

魅力を広くPRするとともに、試しに山形市での生活を体験するトラ

イアルステイを新たに行う。加えて、多様化する移住ニーズにきめ

細やかに対応するため、情報発信や相談業務等を平成29年度も引き

続き実施する。さらに、新規就農者への家賃補助や市産材を活用し

た住宅新築に係る補助加算など、移住者への補助を行うことに加え、

移住者が空き家バンク登録物件を購入や賃借した場合に、不動産仲

介手数料への補助も開始する。

　また、引き続き、創業セミナーや創業ゼミを山形と東京で開催し、

山形市への移住と創業の促進に努める。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

山形市発展計画や都市計画マスタープランで目指す都

市の実現に向け、自動車のほか、鉄道やバスなどの公

共交通、自転車、徒歩といった各交通手段の利用実態

など、仙台圏も含めた市民の日常の交通行動の把握、

基礎データの整備を図る。

56,983山形広域都市圏

パーソントリップ

調査実施事業（再掲）

新 規

現在実施している「山形ふれあいマーケット」の拡充

と特産品等をテーマとした仙山交流イベントの新たな

開催及び情報発信を行う。

2,200仙 山 ふ れ あ い 

マーケット事業

拡 充

平成28年11月２日に締結した「仙台市と山形市の連携

に関する協定」に基づき、仙台市と多様な分野で効果

的に連携・協力することにより、両市の活力を高め、

持続的な発展を図る。

20仙山連携推進事業継 続

「仙山圏交通網の整備推進に係る調査・検討業務委託」

において取りまとめた平成28年度に作成した交通網

整備 （案） の各項目について、補足調査を行うとともに、

学識経験者や有識者等との意見交換を行い、整備推進

に向けた機運の醸成を図る。

3,281仙山圏交通網整備

事業

継 続

農産物の付加価値を高める多角的な事業等を推進し、

「山形らしさ」のブランド化を図る。山形市グリーン

ツーリズム振興協議会を通じた農産物や農村資源を活

かした誘客を促進する。

910山形まるごと活用・

体験推進事業

継 続
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

市内の住宅関連産業を中心とした地域経済の活性化を

図るとともに、市民の住環境の向上を図るため、家屋

の修繕等、住宅リフォームを行った場合に助成する。

平成29年度より、移住・定住促進のため、移住世帯並

びに空き家バンク登録物件利用世帯を優先し補助する。

4,000住宅リフォーム総

合支援事業

（再掲）

新 規

空き家等対策を総合的かつ計画的に実施するために、

空家等対策計画を作成するとともに、空き家バンクの

利用促進、老朽危険な空き家の除却に要する経費の助

成など、空き家の利活用及び適正管理についての空き

家等対策を実施する。

平成29年度から空き家バンクの利用促進を図るため、

バンクに登録した空き家の所有者に対し、空き家の不

要家財の処分、清掃等に要する費用を助成する。また、

バンクに登録した物件を購入又は賃借する市外居住者

に対し、宅建業者に支払う仲介手数料を助成する。

1,050空き家等対策推進

事業

（再掲）

新 規

移住コーディネーターによる移住・定住の各種相談、

情報発信を行う。また、山形リノベーションまちづく

り推進協議会において、移住定住促進セミナーの開催

や、トライアルステイ（移住体験）を実施し、移住・

定住の促進を図る。

12,913移住・定住促進事業

（再掲）

拡 充

就農後の定着を図るため、経営が不安定な就農直後５年

間給付金を交付する。市外からの移住就農を促進する

ため、平成29年度からは家賃の一部補助を行う。

480新規就農支援事業

（再掲）

拡 充

市産材の利用拡大を図ることにより、適切な森林整備

や木材関連産業の活性化に寄与するため、市産材を一

定量以上使用した新築住宅の建築に対し補助を行う。

平成29年度からは移住・子育て世帯等に対して加算補

助を行う。

3,000市産材利用拡大促

進事業

（再掲）

拡 充

大学等を卒業後、山形市に居住・就職した学生を対象

に、奨学金の返還を支援する制度を県等と連携し実施

する。（噂2,229千円）

6,183定住者向け奨学金

返還支援事業

（再掲）

拡 充

創業セミナーとゼミを開催し、市内への創業を促進し

雇用創出を図る。

4,346創 業 支 援 事 業

（再掲）

継 続

地元企業の情報を発信し、UIJターンによる就職者の

増加を図る。

7,844労働力確保推進事業

（再掲）

継 続



恵　東京オリンピック等戦略推進プロジェクトチーム

　平成28年６月に台湾、タイ王国及びサモア独立国のホストタウン

に登録されたことを受け、東京オリンピック・パラリンピック終了

後の継続的な効果も勘案の上、事前合宿の誘致活動や交流事業等を

推進する。

　加えて、東京オリンピック・パラリンピックの開催を契機に、山

形市の魅力を広く発信し、観光誘客の促進と伝統工芸を含む物産の

普及及び拡大、人的な交流拡大を図る。その一環として、DMO事業

の取り組みの中で、台湾で観光や物産のPRキャンペーンを行なう。

　また、山形市の特産品等を世界に発信するため、2020年東京オリ

ンピック・パラリンピックを活用した地域活性化推進首長連合の事

業等も活用しながら、引き続き特産品等のPR活動等を推進する。

　さらに、秋に開催する山形市民スポーツフェスタにおいて、オリ

ンピック選手や出場経験者を招きスポーツ教室を開催するなど、市

民の機運醸成を図る。

― 49 ―

概 要予算額 （千円）事　業　名区分

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の

開催へ向け、サモア独立国、台湾及びタイ王国とのホ

ストタウン交流事業や、新虎マーケットへの出展など、

物産PRを行い、スポーツ・文化・経済の振興、国際交

流の活性化など、地域の魅力を発信し地方創生を実現

する。

9,506東京オリンピック・

パラリンピックを

活用した地域活性

化推進事業

（再掲）

拡 充

山形市、上山市及び天童市の観光関係者や多様な産業

が連携し、地域の観光資源を活用して、旅行商品の企

画・造成を行い、国内外からの旅行者の誘客を図ると

ともに、インバウンド事業の新たな取り組みを実施す

る。

平成29年度より、ホストタウンである台湾で開催され

る旅行博への出展や台湾統一百貨店観光物産PR事業

を実施する。

2,500山形・上山・天童三

市連携・DMO構築に

よる観光客誘客事業

（再掲）

拡 充



イ　その他政策課題への主な対応

　平成31年４月からの中核市移行に向け、保健所設置及び動物愛護

施設について実施設計等を行うほか、食肉衛生検査業務に対応する

ための職員を県に派遣し実地研修を行う。

　加えて、景観計画の策定や屋外広告物条例の制定に向け、検討を

開始する。

　行財政改革の一環として、市営住宅を退去した家賃滞納者につい

て、自主納付の勧奨業務を新たに債権回収会社に委託することによ

り未収金の回収を図る。また、土地や基金などの市有財産を有効に

活用し、「住民福祉の増進」と「最小の経費で最大の効果」を目指す。

　男女共同参画社会の実現を図るため、男女共同参画に関する作品

募集や講演会、さらに、女性のための健康相談や健康講座、また男

性の育児参加等を促すためのイクメン・カジメン講座等を行うなど、

引き続き男女共同参画を推進する。
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

山形市スポーツ振興計画に定めた「スポーツの秋～一

人一スポーツ月間～」のシンボルイベントとして、総

合スポーツセンターを会場にスポーツ体験プログラム

やウォーキング教室等を実施する。

平成29年度は、オリンピアンを講師としたスポーツ教

室を開催するなど、オリンピアンとの交流強化を図る。

1,600山形市民スポーツ

フェスタ開催事業

（再掲）

継 続

多様化する旅行者のニーズに応えるため、広域連携に

よる効果的な誘客活動を展開することで観光客の回遊

や滞在時間の延長を図り、交流人口の拡大による地域

活性化及び経済波及効果の増大を図る。

平成29年度より、ホストタウンであるタイ王国で開催

される物産展でのプロモーションを実施する。

83広域観光開拓事業

（再掲）

継 続
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

平成31年４月からの中核市移行に向け、市保健所（拠

点となる施設）設置に向けた準備を行う。平成29年度

は市保健所施設整備のための実施設計を行うとともに、

保健所長の養成等の準備を行う。

15,085保健所設置事業 

（中核市）

新 規

平成31年４月からの中核市移行に向け、動物愛護施設

を整備する。平成29年度は施設整備のための用地を取

得するとともに、実施設計を行う。

88,289動物愛護施設整備

事業

（中核市）

新 規

平成31年４月からの中核市移行に向け、食肉衛生検査

業務に対応するために山形県内陸食肉衛生検査所での

実地研修を行う。

666食肉衛生検査事業

（中核市）

新 規

平成31年４月からの中核市移行に向け、産業廃棄物に

関する業務に対応するため、山形県及び村山総合支庁

での実地研修を行う。

107産業廃棄物関連事業

（中核市）

新 規

中核市への移行後は、景観法に基づき屋外広告物など

についての規制や誘導が可能となることから、新たな

景観計画の策定や屋外広告物条例の制定などに向けた

検討を行う。

6,480景観計画策定事業

（中核市）

（再掲）

新 規

法務大臣が許可した民間の債権回収会社へ、市営住宅

使用料の滞納額のうち、退去者の滞納分家賃について

の債権回収を委託する。

4,160市営住宅使用料滞納

に係る債権回収業者

活用事業

（行財政改革）

新 規

特産品の周知と地場産業の振興を図るとともに、より

魅力的な特典の充実を図ることにより、目標とする12

億円の寄附金額の確保に取り組む。山形市への応援と

して託された寄附金は、「健康医療先進都市」の実現や

子育てや教育などの施策へ有効に活用する。（噂10億円）

884,500ふるさと納税推進

事業

（行財政改革）

（再掲）

拡 充

平成27年度に策定した基本方針に基づき、移譲事務の

具体的引継作業、総務省ヒアリング、人員・組織体制

の検討について、県と協議・調整を図りながら、中核

市への移行準備を全庁的に取り組む。また、移譲事務

に関連する部門への実地研修を行う。

115,879中核市推進事業

（中核市）

拡 充

定住自立圏形成協定に基づき、構成市町（上山市・天

童市・山辺町・中山町）と連携を図りながら、人口定

住のために必要な生活機能の確保に向け継続して検討

を行う。

156定住自立圏構想 

推進事業

（中核市）

継 続

多様化する行政ニーズに適切かつ迅速に対応するため、

第５次行財政改革プランを推進し、より効果的で効率

的な行政経営をめざす。

482第５次行財政改革

プランの推進

（行財政改革）

継 続
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概 要予算額 （千円）事　業　名区分

市有財産のうち、用途を廃止した財産や、未利用の財

産について、売却を進め、市の財源とする。

※土地建物売払収入（歳入の増）　188,713千円

12,895市有財産の有効活用

（行財政改革）

継 続

山形市発展計画に掲げる重点施策について、外部検証、

施策評価を実施する。

333仕事の検証システム

推進事業

（行財政改革）

継 続

性別に関わりなく、個人の個性と能力を十分発揮し、

自由な意思で自らの生き方を選択できる男女共同参画

社会の実現を図るため、男女共同参画に関する作品募

集や男女共同参画（ワーク・ライフ・バランス）講演

会等を行う。

14,891男女共同参画の推進

に向けた事業

（男女共同参画）

継 続

女性が思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期等人生

の各段階に応じた適切な健康の保持増進ができるよう、

健康相談及び健康講座を行う。

70女性の健康づくり

支援事業

（男女共同参画）

（再掲）

継 続

地域や職場におけるワーク・ライフ・バランスを推進

し、男性の育児参加等を促すため、イクメン・カジメン・

イクジイ講座等の男性向け講座を行い、社会全体で子

育てをする機運の醸成を図る。

26社会全体で子育て

する機運醸成事業

（男女共同参画）

（再掲）

継 続
























































































